　　　　取締役会の「監督機能」の再定義　　　　　

◆要旨

	取締役会を業務執行取締役の業務執行を客観的に評価・牽制する機関と位置づけることは、ほぼ異論のない通説であるが、これには
①条文上監督の対象が取締役の「職務執行」全般であることと齟齬がある

②業務執行決定機能と両立しない

③監査役と牽制機能が重複しすぎる

という構造的問題がある。これは、客観性を前提に監督機能を構成するのが誤りだからである。

取締役会設置会社（監査役設置）と非取締役会設置会社を比較すれば、取締役会の機能は経営のPDCAの「P」「C」「A」であり、監督機能はそのうちの「C」「A」、すなわち「経営実績と経営課題の共有・評価及び業務計画改善の検討」である。「経営管理」と言い換えることもできる。監督機能は株式会社に普遍的に存在するものであって、非取締役会設置会社においては取締役の合議により行われている。取締役会の監督機能はこれを取締役会に吸収したものである。
取締役会はPDCAの「P」「C」「A」を担い、取締役は「D」を担う。取締役・取締役会は、客観的存在や対立する牽制関係にはなく、「一体となって経営のPDCAを担う経営組織」である。取締役会における監督は経営管理であるから、経営者自身が参画しなくては意味がない。経営者による自己評価は監督に必須の要素であり、客観性は必須ではない。

一方、非業務執行取締役の取締役会における活動等も監督の対象になる。

経営を牽制するのは監査役である。「監督」も「監査」も「モニタリング」と言い換えることができるが、「監督」は経営サイクルの一部を構成するもの、「監査」は経営を牽制するもの、として本質的に相違する。

上記のように理解することにより、通説の構造的問題が解消するほか、通説における監督機能の主なものもより包括的かつ矛盾なく説明できる。

監査役設置会社の牽制構造は水平的ガバナンスである。経営組織である取締役・取締役会が、並列に位置する監査役に牽制される構造である。一方、委員会設置会社の牽制構造は垂直的ガバナンスである。非取締役会設置会社の株主総会の役割を持っている取締役会が、経営者である執行役を外部（上位）から評価する構造である。

このように、監査役設置会社の取締役会と委員会設置会社の取締役会は本質的に異なる。
監査役設置会社は、経営組織と牽制組織が明確に分離し、PDCAの過程が議事録の形で文書化される優れたシステムである。この事実は海外等に広く発信していくべきである。
監査役設置会社の取締役会において最も重要なのは合議によるPDCAであり、モニタリングモデルを監査役設置会社に適用して取締役会の意思決定機能を削減しようとするのは不適切である。
但し、合議によるPDCAを確保する限り、社外取締役の議論支援機能を活用して合議の質を向上させたり、任意の指名報酬委員会を置くなど、モニタリングモデルのよい点を取り入れることは推奨されよう。








